
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

(資料)総務省・厚生労働省資料より作成 。 

  総務省から発表された家計調査によると、6 月実質消費支出は、前年同期

比▲4.2％と 4 か月連続で悪化していた。消費者が購入量を抑制し物価上昇に

対応している状況が垣間見えるとともに、経済再開の伴う押し上げ効果よりも、

物価上昇による下押し圧力の方が強い状況が浮き彫りとなっている。 
 弱い消費の背景に、可処分所得の停滞が存在する。同じ週に発表された毎月

勤労統計では、実質賃金が 15 か月連続で低下（▲1.6％）しており、賃金上昇

が物価上昇に追いついていない状況が継続している。 
 今後の消費動向は、春闘で見られたような賃金上昇が一部大企業だけではな

く、社会全般に行きわたっているかがカギを握る。 
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